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単元株制度採用の有無 　無

１．平成17年11月期の業績（平成16年12月１日～平成17年11月30日）

(1）経営成績　　　　　 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年11月期 16,828 (15.9) 3,323 (58.8) 2,773 (83.0)

16年11月期 14,514 (53.5) 2,093 (73.4) 1,515 (74.0)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年11月期 1,495 (88.6) 4,378 97 4,291 79 20.1 8.2 16.5

16年11月期 793 (79.6) 2,833 01 2,577 65 18.2 6.2 10.4

（注）①期中平均株式数 17年11月期 339,117株 16年11月期 279,953株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年11月期 450 00 0 00 450 00 155 10.3 1.9

16年11月期 120 00 0 00 120 00 40 4.2 0.6

 

(3）財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年11月期 38,335 8,197 21.4 23,739 56

16年11月期 29,438 6,658 22.6 19,829 73

（注）①期末発行済株式数 17年11月期 344,858株 16年11月期 335,800株

②期末自己株式数 17年11月期 －株 16年11月期 －株

２．平成18年11月期の業績予想（平成17年12月１日～平成18年11月30日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 17,445 2,847 1,480 0 00 　― 　―

通　期 26,876 3,910 2,033 　― 1,200 00 1,200 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　5,896円92銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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７．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成16年11月30日）
当事業年度

（平成17年11月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金 ※１  2,785,368   2,200,620   

２．売掛金   13,725   42,192   

３．有価証券   10,000   10,000   

４．販売用不動産 ※１  10,273,603   12,607,137   

５．仕掛販売用不動産 ※１  8,142,575   13,977,877   

６．貯蔵品   526   593   

７. 前渡金  ※１  －   1,094,670   

８．前払費用   37,336   74,211   

９. 関係会社短期貸付金   －   520,000   

10．繰延税金資産   82,597   113,909   

11．その他   234,057   120,778   

貸倒引当金   △442   △4,895   

流動資産合計   21,579,349 73.3  30,757,096 80.2 9,177,746

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物 ※１ 2,698,529   2,163,061    

減価償却累計額  561,744 2,136,784  520,468 1,642,592   

(2）構築物  8,522   7,572    

減価償却累計額  6,954 1,567  6,772 800   

(3）車両運搬具  1,145   －    

減価償却累計額  891 253  － －   

(4）工具器具備品  35,846   71,584    

減価償却累計額  29,683 6,163  39,056 32,528   

(5）土地 ※１  5,011,998   4,354,089   

有形固定資産合計   7,156,768 24.3  6,030,010 15.7 △1,126,757

２．無形固定資産         

(1）ソフトウェア   1,514   29,063   

(2）電話加入権   1,889   1,889   

無形固定資産合計   3,403 0.0  30,952 0.1 27,548
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前事業年度

（平成16年11月30日）
当事業年度

（平成17年11月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   29,668   720,807   

(2）関係会社株式   －   432,372   

（3) 出資金   456,806   22,650   

 (4) 関係会社出資金   －   15,000   

(5）長期貸付金   4,671   3,615   

(6）関係会社長期貸付金   －   120,000   

(7）長期前払費用   39,897   36,530   

(8）敷金及び保証金   52,585   43,758   

(9）保険積立金   15,385   23,030   

(10）繰延税金資産   62,105   68,370   

(11）その他   25,357   26,137   

貸倒引当金   △243   △1,521   

投資その他の資産合計   686,236 2.4  1,510,752 4.0 824,515

固定資産合計   7,846,408 26.7  7,571,715 19.8 △274,692

Ⅲ．繰延資産         

１.社債発行費   13,029   6,514   

繰延資産合計   13,029 0.0  6,514 0.0 △6,514

資産合計   29,438,787 100.0  38,335,326 100.0 8,896,539
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前事業年度

（平成16年11月30日）
当事業年度

（平成17年11月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．支払手形   249,240   －   

２．買掛金   1,123,391   272,872   

３．短期借入金 ※１  3,300,000   4,370,000   

４．１年以内償還予定社債   24,000   194,000   

５．１年以内返済予定長期
借入金

 ※１  4,595,148   7,971,242   

６．未払金   9,016   16,130   

７．未払費用   63,843   90,195   

８．未払法人税等   518,600   978,828   

９．前受金   836,500   383,342   

10．預り金   27,911   99,501   

11．前受収益   107,239   115,168   

12．賞与引当金   5,816   9,783   

流動負債合計   10,860,709 36.9  14,501,063 37.8 3,640,354

Ⅱ　固定負債         

１．社債   516,000   322,000   

２．長期借入金  ※１  10,159,719   14,010,021   

３．預り敷金保証金   1,099,116   1,129,831   

４．退職給付引当金   16,232   23,147   

５．役員退職慰労引当金   128,186   151,705   

固定負債合計   11,919,253 40.5  15,636,704 40.8 3,717,450

負債合計   22,779,962 77.4  30,137,768 78.6 7,357,805
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前事業年度

（平成16年11月30日）
当事業年度

（平成17年11月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※２  1,927,600 6.6  1,966,096 5.1 38,496

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  2,011,075   2,049,572    

資本剰余金合計   2,011,075 6.8  2,049,572 5.4 38,496

Ⅲ　利益剰余金         

１．利益準備金  7,250   7,250    

２．任意積立金         

(1）別途積立金  15,000   15,000    

３．当期未処分利益  2,696,387   4,151,856    

利益剰余金合計   2,718,637 9.2  4,174,106 10.9 1,455,469

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  1,510 0.0  7,783 0.0 6,273

資本合計   6,658,824 22.6  8,197,558 21.4 1,538,734

負債・資本合計   29,438,787 100.0  38,335,326 100.0 8,896,539
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１．流動化売上高  12,203,610       

２．開発分譲売上高  809,116       

３．賃貸売上高  1,501,395       

４．流動化事業売上高     10,400,422    

５．開発事業売上高     4,466,993    

６．賃貸事業売上高     1,611,728    

７. ファンド事業売上高     349,138    

　　　売上高　合計   14,514,122 100.0  16,828,283 100.0 2,314,161

　Ⅱ　売上原価         

１．流動化原価  10,214,854       

２．開発分譲原価  758,413       

３．賃貸原価  623,557       

４．流動化事業原価     7,995,735    

５．開発事業原価     3,775,923    

６．賃貸事業原価     609,149    

７．ファンド事業原価     1,650    

売上原価　合計   11,596,825 79.9  12,382,459 73.6 785,634

売上総利益   2,917,297 20.1  4,445,823 26.4 1,528,526

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  824,186 5.7  1,122,319 6.7 298,132

営業利益   2,093,110 14.4  3,323,504 19.7 1,230,394

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息  ※４ 634   3,145    

２．受取配当金  746   557    

３．解約手付金  －   7,300    

４. 受取遅延損害補償金  10,000   －    

５．固定資産税還付金  －   8,892    

６．仕入割引  －   1,865    

７．雑収入  5,620 17,000 0.1 3,256 25,018 0.2 8,017

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  535,116   513,496    

２．社債利息  2,842   5,572    

３．社債発行費償却  6,514   6,514    

４．新株発行費  50,083   925    

５. 解約違約金  －   16,868    

６．雑損失  375 594,933 4.1 31,791 575,169 3.4 △19,763

経常利益   1,515,178 10.4  2,773,353 16.5 1,258,174

Ⅵ　特別利益         

１．会員権売却益  －   2,752    

２．保険解約返戻金  － － － 9,917 12,669 0.1 12,669
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前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅶ　特別損失         

１．会員権評価損  4,049   －    

２．固定資産売却損 ※２ 334   36    

３．固定資産除却損 ※３ 3,030 7,415 0.0 162 199 0.0 △7,215

税引前当期純利益   1,507,763 10.4  2,785,823 16.6 1,278,059

法人税、住民税及び事業
税

 721,548   1,331,940    

法人税等調整額  △6,894 714,654 4.9 △41,881 1,290,058 7.7 575,404

当期純利益   793,109 5.5  1,495,764 8.9 702,655

前期繰越利益   1,903,278   2,656,091   

当期未処分利益   2,696,387   4,151,856  1,455,469
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不動産流動化売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地  6,964,688 68.2

Ⅱ　建物取得費・バリュー
アップコスト

 2,991,230 29.3

Ⅲ　経費  258,935 2.5

計  10,214,854 100.0

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

開発分譲売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　用地費  288,464 38.0

Ⅱ　建築費  430,831 56.8

Ⅲ　経費  39,116 5.2

計  758,413 100.0

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

賃貸売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　外注費  135,056 21.7

Ⅱ　諸経費  488,500 78.3

（うち租税公課）  (144,108)  

（うち減価償却費）  (152,789)  

（うち水道光熱費）  (125,993)  

計  623,557 100.0
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不動産流動化事業売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　土地  5,593,327 78.6 5,770,147 72.2 176,820

Ⅱ　建物取得費・バリュー
アップコスト

 1,372,771 19.3 1,945,451 24.3 572,680

Ⅲ　経費  145,824 2.1 280,136 3.5 134,311

計  7,111,923 100.0 7,995,735 100.0 883,812

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

不動産開発事業売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　用地費  1,659,826 43.1 1,858,329 49.2 198,503

Ⅱ　建築費  2,048,699 53.1 1,826,301 48.4 △222,397

Ⅲ　経費  146,163 3.8 91,292 2.4 △54,871

計  3,854,689 100.0 3,775,923 100.0 △78,765

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

不動産賃貸事業売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　外注費  135,056 21.7 128,778 21.1 △6,278

Ⅱ　諸経費  488,500 78.3 480,371 78.9 △8,129

（うち租税公課）  (144,108)  (105,905)  △38,203

（うち減価償却費）  (152,789)  (144,487)  △8,302

（うち水道光熱費）  (125,993)  (101,524)  △24,469

計  623,557 100.0 609,149 100.0 △14,408
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不動産ファンド事業売上原価明細

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

　諸経費  6,655 100.0 1,650 100.0 △5,004

計  6,655 100.0 1,650 100.0 △5,004

（注）　前事業年度まで、売上原価の内訳区分は、「不動産流動化売上原価」、「開発分譲事業売上原価」、「賃貸事

業売上原価」で区分表示しておりましたが、当事業年度より事業活動をより明確に表示するため「不動産流動

化事業売上原価」、「不動産開発事業売上原価」、「不動産賃貸事業売上原価」、「不動産ファンド事業売上

原価」に変更致しました。
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  (3)キャッシュ・フロー計算書

 　　当事業年度については、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、記載しておりません。

  
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

  

税引前当期純利益  1,507,763

減価償却費  169,426

引当金の増加額  25,345

受取利息及び受取配当金  △1,380

支払利息及び社債利息  537,959

匿名組合投資損益  △8,247

会員権評価損  4,049

固定資産除売却損益  3,365

売上債権の増加額  △5,067

たな卸資産の増加額  △7,754,464

仕入債務の増加額  549,261

前受金の増加額  640,720

預り保証金の増加額  214,407

その他  △133,188

小計  △4,250,050

利息及び配当金の受取額  8,808

利息の支払額  △549,721

法人税等の支払額  △583,639

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △5,374,602
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前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

  

定期預金の減少額  264,955

有価証券の取得による支
出

 △10,000

有価証券の償還による収
入

 40,000

有形固定資産の取得によ
る支出

 △1,860,934

有形固定資産の売却によ
る収入

 2,095

投資有価証券取得による
支出

 △10,629

出資金の取得による支出  △645,049

出資金の回収による収入  134,561

出資金の売却による収入  203,000

貸付金の回収による収入  2,275

その他  △80,161

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △1,959,887

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

  

短期借入金の純増加額  207,100

長期借入れによる収入  12,807,000

長期借入金の返済による
支出

 △9,457,696

社債発行による収入  520,455

株式の発行による収入  3,787,516

配当金の支払額  △20,580

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 7,843,796

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額

 509,306

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 2,091,322

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

 ※ 2,600,629
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(4）利益処分案

  
前事業年度

株主総会承認日
（平成17年２月25日）

当事業年度(案）
株主総会承認日

（平成18年２月24日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   2,696,387  4,151,856 1,455,468

Ⅱ　利益処分額       

１．配当金  40,296  155,186   

２．役員賞与金
（うち監査役分）

 －  
10,780

 　  (1,350)
  

　　　合計   40,296  165,966 125,670

Ⅲ　次期繰越利益   2,656,091  3,985,890 1,329,798

       

 （注）１株当たり配当金の内訳

前事業年度 当事業年度（案）

年間 中間 期末 年間 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 120 0 － － 120 0 450 0 － － 450 0

（内訳）             

普通配当 100 0 － － 100 0 450 0 － － 450 0

上場記念配当 20 0 － － 20 0  0 － －  0
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

 (1)子会社株式

  　　　──────

 (1)子会社株式

  　　移動平均法による原価法

 (2)その他有価証券

 ①　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2)その他有価証券

   ①　時価のあるもの

 同左

 ②　時価のないもの

　 移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

　　時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産

個別法による原価法

(1)販売用不動産、仕掛販売用不動産

同左

 (2）貯蔵品

最終仕入原価法

(2)貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。

(1）有形固定資産

同左

 主な耐用年数

 建物 15～50年

構築物 10～20年

車両運搬具 ５～６年

工具器具備品 ３～15年

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアは、

社内における見積利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

５．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費 

　商法施行規則の規定する期間（３年

間）に、毎期均等額以上を償却しており

ます。 

(1) 社債発行費 

　　　　　　　同左

(2) 新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(2) 新株発行費

              同左

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当期負担額を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務見込額に

基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

当事業年度末における役員退任慰労金規

程に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

(4）役員退職慰労引当金

　　　　　　　同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ま

た、金利スワップについて特例処理の要

件を充たすものについては、特例処理に

よっております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

 (3）ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善

のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を充たしているため、

有効性の評価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

──────

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　ただし、控除対象外消費税等のうち、

固定資産等に係るものは長期前払費用と

して計上（５年償却）し、それ以外は発

生年度の期間費用としております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 (2) 匿名組合出資の会計処理

　当社は匿名組合出資を行っております。

匿名組合の財産の持分相当額を「出資

金」として計上しております。匿名組合

出資時に「出資金」を計上し、匿名組合

の営業により獲得した損益の持分相当額

については、「営業損益」に計上すると

ともに同額を「出資金」に加減し、営業

者からの出資金（営業により獲得した損

益の持分相当額を含む）の払い戻しにつ

いては、「出資金」を減額させておりま

す。 

 (2）匿名組合出資の会計処理

　投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、匿名組合の財産の持分相当額

を「投資有価証券」として計上しており

ます。匿名組合への出資時に「投資有価

証券」を計上し、匿名組合の営業により

獲得した損益の持分相当額については、

事業目的の匿名組合出資に係る損益は

「営業損益」へ計上し、事業目的以外の

匿名組合出資に係る損益は「営業外損

益」に計上するとともに同額を「投資有

価証券」に加減し、営業者からの出資金

（営業により獲得した損益の持分相当額

を含む）の払い戻しについては、「投資

有価証券」を減額させております。　  
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表示方法の変更 

前事業年度
（自　平成15年12月１日

    至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日

    至　平成17年11月30日）

 

 ──────

（1）貸借対照表

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）に伴い、当事業年度から投資事業有限

責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引

法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を

投資有価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。なお、前事業年度末の投資その他の資産の「出

資金」に含めて表示しております当該金額は、

428,156千円 であります。　　　　　　　　　　　

　

 ────── （2）損益計算書

　前事業年度まで売上高の内訳科目は、「流動化売

上高」、「開発分譲売上高」、「賃貸売上高」によ

り区分表示しておりましたが、当事業年度より事業

活動をより明確に表示するため、「流動化売上高」

に含まれていた「投資用新築賃貸マンション売上」

を「開発事業売上高」と改めたうえ事業の性質が類

似する「開発分譲事業」と併せ、「開発事業売上

高」として区分することに致しました。また、「流

動化売上高」に含まれていた「フィー収入」を「ファ

ンド事業売上高」として区分することに致しました。

これに伴い、対応する営業原価の内訳科目について

も「流動化事業原価」、「開発事業原価」、「賃貸

事業原価」、「ファンド事業原価」に変更いたしま

した。

　なお、変更後の方法に基づき前事業年度の売上高

及び売上原価を示すと次のとおりとなります。 

 

　　　区分
　前事業年度 

 　（千円）

Ⅰ　売上高  

１．流動化事業売上高 8,631,060

２．開発事業売上高 4,209,934

３．賃貸事業売上高 1,501,395

４．ファンド事業売上高 171,731

　　　売上高　合計 14,514,122

Ⅱ　売上原価  

１．流動化事業原価 7,111,923

２．開発事業原価 3,854,689

３．賃貸事業原価 623,557

４．ファンド事業原価 6,655

　　　売上原価　合計 11,596,825
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追加情報

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

（1）固定資産 （1）固定資産

　従来、販売用不動産として保有していた賃貸ビル（建

物：286,348千円、土地：606,759千円）については、事

業方針の変更に伴い固定資産へ振り替えております。

　従来、販売用不動産として保有していた賃貸物件（建

物：319,584千円、土地： 749,529 千円）については、

事業方針の変更に伴い固定資産へ振り替えております。

（2）販売用不動産 （2）販売用不動産

　従来、賃貸物件として保有していた賃貸ビル（建物：

307,119千円、土地：308,500千円）については、事業方

針の変更に伴い販売用不動産へ振り替えております。

　                

 

　　　　　　　　　   ──────

　従来、固定資産として保有していた賃貸物件（建物：

853,287 千円、土地： 1,407,438千円）については、事

業方針の変更に伴い販売用不動産へ振り替えております。

(3) 外形標準課税

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取り扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準

委員会　実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割27,059千円を販売費及び一般管理費

として処理しております。 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年11月30日）

当事業年度
（平成17年11月30日）

※１．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 35,000千円

販売用不動産 8,864,749

仕掛販売用不動産 5,362,389

建物 1,816,425

土地 4,446,291

計 20,524,856

現金及び預金 170,000千円

販売用不動産 11,486,846

仕掛販売用不動産 13,235,754

前渡金 900,000

建物 1,315,926

土地 3,467,442

計 30,575,970

(2）担保付債務は次のとおりであります。 (2）担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 3,244,000千円

１年以内返済予定長期借入金 4,487,148

長期借入金 9,619,719

計 17,350,867

短期借入金 4,370,000千円

１年以内返済予定長期借入金 7,863,242

長期借入金 13,578,021

計 25,811,263

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 800,000株

発行済株式総数 普通株式 335,800株

授権株式数 普通株式 800,000株

発行済株式総数 普通株式 344,858株
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前事業年度
（平成16年11月30日）

当事業年度
（平成17年11月30日）

３．偶発債務

　次の当社販売物件購入者について、㈱アルカからの

借入に対し債務保証を行っております。

３．偶発債務

　次の当社販売物件購入者について、㈱アルカからの

借入に対し債務保証を行っております。

個人７名 15,729千円 個人６名 13,266千円

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

 ㈲イカロス・キャピタル 1,100,000千円

 

４．配当制限

　有価証券の時価評価により、純資産額は1,510千円

増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

程により、配当に充当することが制限されております。

４．配当制限

　有価証券の時価評価により、純資産額は7,783千円

増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

程により、配当に充当することが制限されております。

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 80,000

差引額 920,000

 ５．                 ──────

 

 

 

 当期中の発行済株式数の増加

 発行年月日 発行形態 発行株式数 発行価格 資本組入額

当事業年度 

 

 

 

平成17年６月30日 新株予約権の行使 4,560株 8,500円 19,380千円 

平成17年７月30日 新株予約権の行使 3,640株 8,500円 15,470千円 

平成17年８月31日 新株予約権の行使 658株 8,500円 2,796千円 

平成17年11月30日 新株予約権の行使 200株 8,500円 850千円 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は11.3％、一

般管理費に属する費用の割合は88.7％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は9.1％、一

般管理費に属する費用の割合は90.9％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 47,945千円

貸倒引当金繰入額 625

役員報酬 95,400

給与手当 279,013

賞与引当金繰入額 5,816

退職給付費用 8,777

役員退職慰労引当金繰入額 16,110

法定福利費 40,607

福利厚生費 14,509

租税公課 58,613

地代家賃 1,560

減価償却費 6,707

支払報酬 15,755

支払手数料 87,490

貸倒損失 13

広告宣伝費 64,321千円

貸倒引当金繰入額 5,731

役員報酬 107,940

給与手当 380,884

賞与引当金繰入額 9,783

退職給付費用 8,407

役員退職慰労引当金繰入額 23,519

法定福利費 58,795

福利厚生費 15,429

租税公課 121,194

地代家賃 720

減価償却費 24,001

支払報酬 26,640

支払手数料 87,084

  

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

   車両運搬具 334千円

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

   車両運搬具 36千円

  

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

   建物 2,527千円

   工具器具備品 503

計 3,030

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

   工具器具備品 162千円

  

※４． 　　　　　　────── ※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

　　　関係会社よりの受取利息　　　 2,845千円 

 

 

 （キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年12月１日

至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 ──────

（平成16年11月30日現在）

現金及び預金勘定 2,785,368 千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△184,738  

現金及び現金同等物 2,600,629  
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 14,180 587 13,592

工具器具備品 10,122 1,349 8,772

ソフトウェア 10,038 2,175 7,863

合計 34,341 4,112 30,228

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 14,180 4,114 10,065

工具器具備品 24,780 5,837 18,942

ソフトウェア 10,038 4,182 5,855

合計 48,999 14,134 34,864

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,558千円

１年超 22,669千円

合計 30,228千円

１年内 9,916千円

１年超 24,948千円

合計 34,864千円

　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,945千円

減価償却費相当額 3,945千円

支払リース料 9,916千円

減価償却費相当額 9,916千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成16年11月30日）

１．その他有価証券で時価があるもの

種類 取得原価 (千円)
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 12,694 14,969 2,274

(2）債権    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 625 899 274

小計 13,319 15,868 2,548

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2) 債権    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 13,319 15,868 2,548

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

金融債 20,000

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

債権     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 10,000 10,000 － －

合計 10,000 10,000 － －

 　　当事業年度（平成17年11月30日）

 　　当事業年度は、連結財務諸表の注記として記載しているため、下記項目についてのみ記載しております。

 

 　　子会社株式で時価のあるもの

 　　該当事項はありません。
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　（デリバティブ取引関係）

 　当事業年度については、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。

 

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利関連で金利ス

ワップ取引であります。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場にお

ける変動リスクを回避する目的で利用しています。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利ス

ワップについて特例処理の要件を充たすものについて

は、特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

③ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を充たしている場合は、有効性の評

価を省略しております。

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　なお、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関であ

るため、相手先の契約不履行による信用リスクは僅少で

あると認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度
（平成16年11月30日）

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。
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　（退職給付関係）

 　当事業年度については、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。

 

 　前事業年度（自　平成15年12月１日　　至　平成16年11月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

　退職一時金：退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

　なお、当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法（自己都合退職による期末要支給額の100％を退職給付　

　債務とする方法）を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

前事業年度
（平成16年11月30日）

 （千円）

①　退職給付債務 △16,232

②　退職給付引当金 △16,232

３．退職給付費用に関する事項

前事業年度
（自　平成15年12月１日

至　平成16年11月30日）

 （千円）

退職給付費用 8,777

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 　 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法（自己都合退職による期末要支給額の100％を退職給付債務とす

る方法）を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。
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　（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前事業年度

（平成16年11月30日現在）
 

当事業年度
（平成17年11月30日現在）

繰延税金資産（流動）     

未払事業税否認  40,880千円  63,752千円

たな卸資産否認  1,082  814

減価償却損金算入限度超過額  32,561  40,386

その他  8,073  8,956

計  82,597  113,909

繰延税金資産（固定）     

退職給付引当金損金算入限度超過額  6,366  9,196

減価償却損金算入限度超過額  561  569

会員権評価損否認  3,688  1,042

役員退職慰労引当金損金算入限度超過

額
 52,171  61,743

その他  355  1,160

計  63,142  73,712

繰延税金資産合計  145,740  187,622

繰延税金負債（固定）     

その他有価証券評価差額金  △1,037  △5,342

計  △1,037  △5,342

繰延税金資産の純額  144,703  182,280

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異内訳

  
前事業年度

（平成16年11月30日現在）
 

当事業年度
（平成17年11月30日現在）

法定実効税率  42.1％  40.7％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項

目
 0.8  0.2

留保金課税  5.1  5.2

その他  △0.6  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  47.4  46.3

 （持分法損益等）

 　当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、該当事項はありません。

前事業年度（自　平成15年12月１日　至　平成16年11月30日）

該当事項はありません。
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　（関連当事者との取引）

 　当事業年度は、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。

 

 前事業年度（自　平成15年12月１日 　至　平成16年11月30日）

 該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１株当たり純資産額 19,829円73銭

１株当たり当期純利益金額 2,833円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

2,577円65銭

１株当たり純資産額 23,739円56銭

１株当たり当期純利益金額 4,378円97銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

4,291円79銭

　当社は、平成16年７月20日付で１株につき２株、また平

成16年11月19日付で１株につき５株の株式分割を行ってお

ります。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

　

 

 

　                   ──────

１株当たり純資産額 9,943.36円

１株当たり当期純利益金額 2,149.41円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権残高を有しておりますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載してお

りません。

　

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

前事業年度
（自　平成15年12月１日
至　平成16年11月30日）

当事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 793,109 1,495,764

普通株主に帰属しない金額（千円） － 10,780

 (うち利益処分による役員賞与金） － 　（10,780）

普通株式に係る当期純利益（千円） 793,109 1,484,984

期中平均株式数（株） 279,953 339,117

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 27,733 6,889

（うち新株予約権） (27,733) （6,889）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

────── ──────

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 
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８．役員の異動

記載が可能になり次第「決算発表資料の追加（役員の異動）」として開示いたします。

なお、追加開示の時期は平成18年１月25日を予定しております。
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